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２０２３年（令和５年）３月２９日 

法務大臣 齋 藤  健 殿 

 

大阪弁護士会      

会 長  福 田 健 次 

 

勧  告  書 

 

 申立人Ａ及び申立人Ｂより、当会に対し、人権侵害の事実があったとして、

適切な救済措置を求める旨の申立がありました。 

 当会において慎重に審査した結果、人権侵害があると認めましたので、以下

のとおり勧告します。 

 

第１ 勧告の趣旨 

受刑者以外の被収容者に自弁を許す品目（法務省矯成訓第３３３９号被

収容者に係る物品の貸与、支給及び自弁に関する訓令別表９）のうち、「化

粧水類」について、「女子に限る」との条件を撤廃するよう、勧告する。 

 

第２ 申立ての概要 

申立人Ａは、２０１６年（平成２８年）８月２３日から大阪拘置所にお

いて勾留された男子である。 

申立人Ｂは、２０１９年（令和元年）８月２７日から大阪拘置所におい

て勾留された者であり、戸籍上の性別は男子であるも性自認は女子である。 

申立人Ａ及びＢは、それぞれ大阪拘置所に対して、乳液又は化粧水類（以

下、これらを単に「化粧水類」という。）の使用のため購入を希望したが、

これを認められなかったとして、人権救済を申し立てた。 
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第３ 前提となる関連法令 

  以下のとおり、関連法令について略称を用いることとする。 

   ア 刑事収容施設法  刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する

法律 

   イ 特例法  性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律 

   ウ 物品訓令  法務省矯成訓第３３３９号 被収容者に係る物品の

貸与、支給及び自弁に関する訓令 

   エ 法務省通知  法務省矯成第３２１２号通知 性同一性障害等を

有する被収容者の処遇指針について 

１ 未決拘禁者による「化粧水類」の自弁が許されるのは、原則として、戸

籍上の性別が女子である者に限られること 

被収容者に対する物品の貸与・支給・自弁について定めた物品訓令第９

条は、「刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則第１６条第４項の規定

により受刑者以外の被収容者に自弁を許す日用品、文房具その他の刑事施

設における日常生活に用いる物品の品目は、別表９のとおりとする。」旨

定めている。 

別表９は、受刑者以外の被収容者に自弁を許す日用品、文房具その他の

刑事施設における日常生活に用いる物品の一品目として、「化粧水類」を

あげるが、同「摘要」欄には「女子に限る。」との記載がある。なお、当該

「女子」とは、実務上、戸籍上の性別が女子である者と解されている。 

そのため、受刑者以外の被収容者である未決拘禁者による「化粧水類」

の自弁が許されるのは、後述する法務省通知により、戸籍上の性別が女子

である者、またはその身体について他の性別に係る身体的特徴に近似する

外観を備えている被収容者から、別表９に掲げる衣類及び物品のうち、他

の性別に限り使用が予定されているものについて使用の申出があった場
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合において、個別具体的な事情を考慮し、必要と認めたときに限られるこ

とになる。 

また、別表９に挙げられた品目のうち「摘要」欄に「女子に限る。」と記

載されているのは、「化粧水類」のほかに、「ヘアピン」、「生理用品（おり

ものシートおよび妊産婦用具を含む。）」、「礼拝用スカーフ」、「尿とりパッ

ド」である。 

他方、自弁を許す品目の一つとして、「クリーム類」が挙がっており、

同「摘要」欄には「女子に限る。」との記載はない。また同表中の他の品目

を見ても、同表「摘要」欄に「男子に限る。」と記載されたものは存在しな

い。 

２ トランスジェンダー1は刑事施設において、原則として戸籍上の性別に

従った処遇を受けること 

 刑事収容施設法第４条第１項第１号は、被収容者を分離収容する際の基

準として、「性別」をあげており、実務上、当該「性別」とは戸籍上の性別

と解されている。つまり戸籍上の性別が女子である者は女子被収容者とな

り、戸籍上の性別が男子である者は男子被収容者となる。トランスジェン

ダーのうち、戸籍上の性別を変更した者については、変更後の性別に従う

とされている（法務省通知等を参照）。よって、トランスジェンダーも、

刑事施設においては、原則として戸籍上の性別に従った処遇を受ける。 

周知のとおり、現行法上、戸籍上の性別を変更するためには、生殖腺が

ないこと又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態にあること（特例法第３条

 
1  国連人権高等弁務官事務所によるファクトシート LGBT RIGHTS: FREQUENTLY ASKED QUESTIONS

（https://www.unfe.org/wp-content/uploads/2018/10/FAQs-English.pdf）には、“Transgender people have a gender 

identity that is different from the sex that they were assigned at birth.”との記述があり、出生時に割り当てられた性

別とは異なる性自認を持つ者とされている。 
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第４号）、その身体について他の性別に係る身体の性器に係る部分に近似

する外観を備えていること（同第５号）の要件が必要とされているから、

刑事施設において一貫して自己の性自認に係る性別に従った処遇を受け

ることができるトランスジェンダーは、性別適合手術を受けた者に限られ

る。 

 ３ 規定上、身体について他の性別（女子）に係る身体的特徴に近似する外

観を備えていない者については、「化粧水類」の自弁が一切許されないこ

と 

上記で記載したとおり、化粧水類は原則として、戸籍上の性別が女子で

ある者のみに自弁が許されている訳であるが、その例外について検討する。 

  ⑴ 物品訓令の定め 

物品訓令９条の２は、「刑事施設の長は、その身体について他の性別

に係る身体的特徴に近似する外観を備えている被収容者から、…別表９

に掲げる衣類及び物品のうち、他の性別に限り使用が予定されているも

のについて使用の申出があった場合において、個別具体的な事情を考慮

し、必要と認めたときは、これを許すことができる。」と定めている。

同規定は、その身体について他の性別に係る身体的特徴に近似する外観

を備えている被収容者のみを対象としているから、例えば、女子の身体

的特徴に近似する外観を備えていないトランスジェンダー女子が、「化

粧水類」をはじめ、女子（戸籍上の性別）のみに使用が限られている物

品の自弁を申し出たとしても、一切許されない取扱いとなる。 

なお、「その身体について他の性別に係る身体的特徴に近似する外観

を備えている」という点について、同訓令に例示や解説等は見当たらな

い。 

 ⑵ 法務省通知（その改正通知を含む） 

法務省は、法務省通知に関して、平成２３年６月１日付け通知、平成
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２７年１０月１日付け改正通知をそれぞれ通達している。 

このうち、本件で問題となっている日用品の受刑者以外の被収容者に

よる自弁について、「性別により品名が限られている物品については、

原則として、戸籍上の性別に係るもののみ自弁を許すことが相当である」

とされている（法務省通知・５・⑶）。 

例外としては、長髪としているＭＴＦ2 の者についてヘアピンの使用

の必要が認められる場合には自弁を許すことなどが挙げられている。し

かしながら、例外規定には、いずれも、「物品訓令第９条の２に基づき」

という限定が付されている。上記⑴記載のとおり物品訓令第９条の２は、

「その身体について他の性別に係る身体的特徴に近似する外観を備え

ている被収容者」のみを対象とするものであるから、同条件を満たさな

いトランスジェンダーは、法務省通知においても除外される。 

 ⑶ まとめ 

以上より、その身体について他の性別（女子）に係る身体的特徴に近

似する外観を備えていない者が、「化粧水類」をはじめ女子（戸籍上の

性別）のみに使用が限られている物品の自弁を申し出たとしても、一切

許されないものと結論付けられる。 

なお、大阪拘置所においても、戸籍上男子である被収容者に対して、

化粧水類の使用を認めたことが過去にはないとのことであった。 

 

第４ 認定した事実 

 
2 法務省通知においては、MTF 及び FTM について、下記の定義付けがなされているが、このような定義を用いる

ことが相当であるかについては、議論があることに留意されたい。 

「MTF」とは、生物学的な性別は男性であるが、心理的には女性であるもの（male to female）をいうこと。 

「FTM」とは、生物学的な性別は女性であるが、心理的には男性であるもの（female to male）をいうこと。 
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１ 申立人Ａについて 

申立人Ａは、時期に関しては、明確な記憶はないが、化粧水類の購入の

可否を職員に尋ねたところ、購入不可と回答されたため、自弁による購入

を断念せざるを得なかった。 

２ 申立人Ｂについて 

申立人Ｂは、大阪拘置所収容時に至るまで、性別適合手術、ホルモン注

射は行ったことがないが、大阪拘置所に勾留された際、自身について性同

一性障害を有する旨の申告を行った。これに対して、大阪拘置所は、申告

に係る医療機関等の診断書の所持について確認したところ、申立人Ｂは、

診断書を所持していない旨の回答を行った。もっとも、申立人Ｂに対して

は、２０１２年（平成２４年）３月３０日の時点で、精神科医師から、性

同一性障害等の診断がなされていた。 

申立人Ｂは大阪拘置所に収容されている間、独居房に収容され、入浴は

単独で行っていた。 

 申立人Ｂは、令和元年９月頃、口頭にて化粧水類の購入を大阪拘置所職

員に対して求めたところ、対応した職員は女子用品であるから申立人Ｂに

は購入が認められない旨の回答をして、化粧水類の自弁を認めず、そもそ

も認めるか否かの検討も行われなかった。 

これについて、申立人Ｂは、２０１９年（令和元年）９月、監査官及び

大阪拘置所長のそれぞれに対して苦情を申し出た。 

 

第５ 本勧告書冒頭記載の勧告を求める理由 

１ 憲法上の問題点 

上記記載のとおり、物品訓令別表９は、受刑者以外の被収容者に自弁を

許す品目のうち、「化粧水類」について、その「摘要」欄に「女子に限る。」

と記載しており、これらの品目について、性別（実務においては、戸籍上



7 
 

の性別）で取扱いに差異を設けている。 

当該規定及び当該規定に基づく刑事施設内での処遇によって、申立人ら

のように戸籍上の性別が男子である未決拘禁者は、トランスジェンダーも

含め、化粧水類の自弁が許されないという不利益を被っているため、この

ような差別的取扱いが、個人として尊重され幸福追求権等を保障する憲法

第１３条及び法の下の平等を定める第１４条第１項に違反するのではな

いかが問題となる。 

２ 「化粧水類」について、「女子に限る」との条件の不合理性 

今日において、時代の変化に従い男子においても化粧水類を使用する者

の割合は相当数にのぼっており、化粧水類は女子のみが使用するものであ

るという実態はほぼなくなっている。そして、割合的には女子の方が化粧

水類を利用する割合は依然高いものの、美容・外観という個々人の選択・

自由の範疇に入るものであるから、個々人によって差異が生じることは幸

福追求権（憲法第１３条）から当然に予定されるところであり、一律に性

別によって区別することは目的・手段において合理性を欠くといわざるを

えない。 

物品訓令別表９においては、「クリーム類」の使用は、皮膚の保湿を目

的として女子に限らずすべての被収容者に自弁が許されており、顔面の皮

膚の保湿を目的とする「化粧水類」をこれと同様に扱っても何らの不都合

も生じないと考えられる。むしろ同一に扱うことこそが整合的である。 

よって、女子のみに「化粧水類」の自弁を認める本件差別的取扱いは、

憲法第１４条第１項に違反するというべきである。 

したがって、少なくとも「化粧水類」については、「女子に限る」との条

件を撤廃するよう、勧告する。 

３ 勧告相当であること 

  本件では、憲法第１４条第１項に列挙された「性別」による差別的取扱
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いが問題となっているところ、本件差別的取扱いを撤廃することによる利

益は戸籍上男子である者にとどまらずあらゆる者に及ぶこと、拘置所にお

ける性別ないし性自認による差別的取り扱いはこれまでも日本弁護士連

合会や各単位会から指摘されているところであることをふまえ、勧告相当

と判断した。 

 

第６ 被申立人において再検討を求めるもの 

１ 「女子に限る」とする物品について 

別表９では、申立人Ａ及び申立人Ｂで問題となった「化粧水類」以外に

も、「ヘアピン」、「生理用品（おりものシートおよび妊産婦用具を含む。）」、

「礼拝用スカーフ」、「尿とりパッド」の自弁について「女子に限る」とい

う区別が設けられている。 

この点、「生理用品（おりものシートおよび妊産婦用具を含む。）」につ

いては、男子被収容者に自弁を許す必要性はないといえる。なぜなら、現

在、刑事施設において被収容者は性別に従って分離され（刑事収容施設法

第４条第１項第１号）、実務の運用において当該性別は戸籍上の性別とさ

れているところ（法務省通知）、現行法上、戸籍上の性別を変更するにあ

たっては、「生殖腺がないこと又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態にあ

ること」（手術要件）が必要とされているから（特例法第３条第４号）、ト

ランスジェンダー男子の場合、基本的には子宮卵巣摘出及び膣閉鎖術を受

けて、戸籍を男子へ変更することとなる。そのため、男子として収容され

る被収容者の中に、生理・妊娠出産の可能性のある者は存在せず、「生理

用品（おりものシートおよび妊産婦用具を含む。）」は不要であるといえる

からである。 

他方、「生理用品（おりものシートおよび妊産婦用具を含む。）」以外の

物品については、化粧水類に限らず性別を問わず使用される可能性は否定
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できない。それらを使用するか否かは、終局的には個々人の思想によるか

ら、一律に性別によって使用の可否を区別することには、何ら合理性が存

在しない。 

したがって、「ヘアピン」、「礼拝用スカーフ」及び「尿取りパッド」の自

弁について、男女間で区別を設けることは、目的・手段共に合理性が認め

られず、憲法第１４条第１項に違反する可能性が高いというべきである。 

よって、受刑者以外の被収容者に自弁を許す品目（物品訓令別表９）の

うち、「摘要」欄に「女子に限る」と記載されている品目中「生理用品（お

りものシートおよび妊産婦用具を含む。）」を除いた品目は、化粧水類に限

らず、「女子に限る」ことの合理性が認められるかを再検討されたい。 

２ 戸籍上の性別と異なる性自認を有する者の処遇について 

本件の申立人のうち、Ｂは自己が女子としての性自認を有していること

を申立ての契機として強く意識しているから、これに関して、以下若干補

足する。 

⑴ 他の性別に係る身体的特徴に近似する外観を備えていなければ、特定

の品目の自弁が一切許されないという現行法令について 

 上記に記載したとおり、戸籍上の性別の変更を伴なわないトランスジ

ェンダーについては、原則として戸籍上の性別に従った処遇がなされて

おり、「化粧水類」の自弁ですら、他の性別に係る身体的特徴に近似す

る外観を備えていなければ、一切許されないのが現状である。 

この点、「他の性別に係る身体的特徴に近似する外観」の定義・内容

については必ずしも明確ではないが、そのような外観を備えるためには、

場合によっては、性別適合手術による精巣の摘出や豊胸手術や外性器の

形成等も行わなければならない。これらの身体への強度の侵襲及び生命
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ないし身体に対する危険による不利益は極めて甚大であり2、果たして、

「化粧水類」やその他の女性のみに使用が許されているものの自弁のた

めに、このような要件を設けること自体に合理性が認められるかについ

ては、甚だ疑問である。これは、特例法において要求されている手術要

件・外観要件の合憲性にも通ずる問題であり、他の性別に係る身体的特

徴に近似する外観を備えていなければ、「化粧水類」の自弁が一切許さ

れないという現行法令の改善に向けて、不断の検討がなされるべきであ

る。 

  ⑵ トランスジェンダーの処遇について多数の問題提起がなされる背

景 

これまでも調髪や入浴時の職員対応をはじめ、トランスジェンダー

の収容施設における処遇については、多数の問題提起がなされてきた。

問題提起の背景には、トランスジェンダーの権利保護における法制度

の問題点もあるが、日本における刑事施設においては、トランスジェ

ンダーに限らず、個人の自由・権利があまりにも制限されているとい

ったことが挙げられる。日本とスウェーデンやノルウェーにおけるト

ランスジェンダー受刑者の国際比較を行った矢野恵美教授によると、

例えば、日本において問題提起がなされているトランスジェンダーの

調髪や入浴時の職員対応について、「スウェーデンやノルウェーにお

いては、（他のヨーロッパの多くの国でも）男性、女性共に調髪の規

定が無いため、この問題自体が生じない」し、「スウェーデン、ノルウ

ェーにおいては、居室の項目で述べたように、基本的に「一居室一受

 
2 例えば、最高裁補足意見においても、「性別適合手術による卵巣又は精巣の摘出は、それ自体身体への強度の侵襲

である上、外科手術一般に共通することとして生命ないし身体に対する危険を伴うとともに、生殖機能の喪失という

重大かつ不可逆的な結果をもたらす。」（最高裁平成３１年１月２３日第二小法廷決定・補足意見）とされている。 
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刑者の原則」があり、入浴についても各居室にシャワーが付いている。

また各居室の中を監視する習慣がないので、シャワー使用時に刑務官

の監視もない。」とされている3。 

前述のとおり、本件で問題となった「化粧水類」のほか、「ヘアピン」、

「礼拝用スカーフ」、「尿取りパッド」について、そもそも性別による差

別的取扱いを撤廃すれば、トランスジェンダーによるこれら物品の自弁

の可否という問題は生じない。これら物品の貸与・支給・自弁を性別に

よって区別する規定の合理性については、全般的に再検討されたい。 

以 上 

 
3 ジェンダー法研究第５号（2018.12） 矢野恵美「８ トランスジェンダー受刑者の処遇――特例法と刑事収容施

設法」 
















